
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市では、阪神・淡路大震災以降 20 年にわたって継続的に行財政改革に取り組んできま

した。現在は、平成23年度から27年度までを計画期間とした「神戸市行財政改革2015」に

基づく行財政改革に取り組んでおり、平成27年度が計画期間の最終年度となります。 

主な計画目標である職員総定数の「概ね 1,600 人削減」については、平成 26 年度におい

て 329 人の削減を行い、平成 27 年度の取り組みを含めた計画期間中の削減累計が 1,626 人

となることから、目標を達成することとなりました。また、外郭団体については、「次の世

代に負担を残さず、問題を先送りしない」という基本方針の下で見直しを進め、「外郭団体

の10団体以上削減」という目標は平成25年度に前倒しで達成しています。その他の項目に

ついても引き続き、取り組みを進めています。 

不断の行財政改革に取り組むことで、平成 26 年度決算は４年連続で財源対策に依ること

なく実質収支の黒字を確保するなど危機的な財政状況からは脱し、財政健全化指標について

も政令指定都市（20都市）の中位と言える状態まで回復することができました。 

しかしながら、本格的な人口減少社会が到来する中で、少子・超高齢社会を支える生産人

口の割合が減少していくことは明らかとなっています。大幅な税収の増加が見込めない一方

で、社会保障経費が増嵩し、社会情勢の変化に対応するための行政課題はますます複雑化・

多様化しています。また、本市では、輝ける未来創造都市の実現に向けて、神戸を「安定し

た成長軌道に乗せていく」ことを政策の基本として様々な取り組みを始めており、阪神・淡

路大震災から 20 年という節目を経て、新たなステージに向けた歩みを進めていかねばなり

ません。 

それらの取り組みを下支えし、常に新しいまちの課題に迅速かつ果敢に取り組むことがで

きるよう、引き続き聖域なき行財政改革を実行していきます。 
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輝ける未来創造都市の実現に向けて 

「神戸市行財政改革2015」に基づく聖域なき行財政改革の実行 

－平成26年度の実績－ 
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１．職員総定数の削減 

 計画期間中の削減数は1,600人を超え、目標を達成  

○目標：計画期間（平成23～27年度）内に概ね1,600人の削減 

○平成26年度 329人の削減 

平成27年度 274人の削減 （削減数には、外郭団体等への派遣職員の削減を含む） 
 

＜職員総定数の削減の推移＞ 

   行財政改革2015 
計 

 ７年度 ８～22年度 23～25年度 26年度 27年度 小計 

削減数 － ▲5,564人 ▲1,023人 ▲329人 ▲274人 ▲1,626人 ▲7,190人 

総定数 21,728人 16,164人 15,141人 14,812人 14,538人 － － 

 

＜計画期間中の主な項目別の実績＞ （項目別の取り組み状況は４ページ以降参照） 

業務プロセスの再構築 （▲461人） 

・ごみ収集業務（▲143人） 

・学校給食調理業務（▲93人） 

・学校管理業務（▲92人） 

・害虫駆除・動物管理等公衆衛生業務（▲30人） 

・道路等維持管理業務（▲24人） など 

民間活力の導入 （▲79人） 

・高齢者等福祉施設管理運営業務（▲55人） 

・障害者福祉施設管理運営業務（▲9人） など 

その他の最適化 （▲126人） 

・保育所の再編（▲89人） 

・学校の再編（▲33人） など 

公営企業の経営改革 （▲255人） 

・水道事業（▲117人） 

・交通事業（▲138人） 

外郭団体等の派遣職員の削減 （▲767人） 

その他執行体制の見直し （▲166人） 

執行体制の強化・権限移譲等に伴う増員（228人） 
 

＜主な平成26年度の実績と計画期間中の取り組みのポイント＞ 

（人） 

平成８～27年度で7,190人を削減 

（平成７年度総定数21,728人の 

約33％に相当） 

行財政改革2015計画期間 

～目標の達成～ 

 

※平成26年度の実績を太字で表記しています 
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２．外郭団体の削減 

 平成25年度において目標を２年前倒しで達成済み  

○目標：計画期間（平成23～27年度）内に10団体以上の削減 

○実績：平成26年度  １団体の削減（株式会社神戸ワイン） 

            １団体の増加（阪神国際港湾株式会社） 

平成27年度 「外郭団体監理に関する検討委員会」の意見を踏まえた取り組みを行う 

＜外郭団体の削減の推移＞ 

   行財政改革2015 
計 

 ７年度 ８～22年度 23～25年度 26年度 27年度 小計 

削減数 － ▲18団体 ▲12団体 － － ▲12団体 ▲30団体 

団体数 64団体 46団体 34団体 34団体 34団体 － － 

＜計画期間中の実績＞ 

   ○13団体の削減 

    【市出資等割合の引き下げ】 

・財団法人兵庫県予防医学協会 ・クリーン神戸リサイクル株式会社 

・株式会社神戸国際会館 ・神戸地下街株式会社 

【解散】 

・財団法人神戸市防災安全公社 ・神戸航空交通ターミナル株式会社 

・神戸市土地開発公社 ・神戸市住宅供給公社 ・神戸マリンホテルズ株式会社 

・株式会社神戸ワイン 

【経営統合】 

・財団法人神戸市障害者スポーツ協会（社会福祉法人神戸市社会福祉協議会と事業統合） 

・財団法人神戸市開発管理事業団 

（株式会社神戸ニュータウン開発センターと経営統合し、株式会社ＯＭこうべを設立）  

・海上アクセス株式会社（株式会社ＯＭこうべと経営統合） 

○１団体の増加 

・阪神国際港湾株式会社（神戸港埠頭株式会社を会社分割し、大阪港埠頭株式会社ととも 

に、新たに設立） 

 

（団体） 

平成８～27年度で30団体を削減 

（平成７年度団体数 64 団体の約47％に

相当） 

行財政改革2015計画期間 

～目標の達成～ 
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３．外郭団体等への派遣職員の削減 

 平成25年度において目標を２年前倒しで達成済み  

○目標：計画期間（平成23～27年度）内に30％以上の削減 

○実績：平成26年度 135人の削減 

平成27年度  65人の削減 
 

＜外郭団体等への派遣職員の削減の推移＞ 

  行財政改革2015 
計 

 22年度 23～25年度 26年度 27年度 

削減数 

（削減率） 
－ 

▲567人 

（▲30.1％） 

▲135人 

（▲7.2％） 

▲65人 

（▲3.5％） 

▲767人 

（▲40.8％） 

派遣職員数 1,881人 1,314人 1,179人 1,114人 － 

 

４．財政の健全化  

○実質公債費比率の改善 

 H21年度決算 神戸市 13.9％（政令市平均13.2％）※数値が小さいほど健全性が高い 

 H26年度決算 神戸市  8.7％ 

○将来負担比率の改善 

 H21年度決算 神戸市175.6％（政令市平均190.5％）※数値が小さいほど健全性が高い 

 H26年度決算 神戸市 86.1％ 

○市債の発行体格付け（格付投資情報センター）の格上げ 

 H26年度まで「ＡＡ（安定的）」ランクを維持 

 H27年４月には「ＡＡ＋（安定的）」へと格上げ 

 

５．民間活力の導入 

  ○公民連携（PPP）の推進 

・H25年度 公民連携推進室を設置 

（平成27年度から、大学等との連携に関する役割を加え、「公民大学連携推進室」に改称） 

提案型ネーミングライツの創設 

・H26年度 神戸市公民連携（PPP）ガイドラインの策定 

  ○民間活力の導入事例（主なもの） 

・指定管理者制度の導入（御影公会堂（H24年度）、東灘図書館（H25年度）） 

・（仮称）八幡・桜ヶ丘保育所再整備事業、神戸市立小学校空調整備事業、神戸市営桜の宮住

宅建替事業における PFI 手法の活用（（仮称）八幡・桜ヶ丘保育所は、やはた桜保育所とし

て開設（H26年度）） 

 

６．新たな仕組みによる市民サービスの向上 

○総合コールセンターを開設（H23年度） 

○区役所における時間外開庁の取り組み（H17 年～：繁忙期の日曜開庁、H22 年～：毎月第２・

第４木曜日の平日時間延長、H23年度～：年末開庁）、年末保育の実施（H23年度～） 

○５区（東灘，灘，長田，須磨，垂水）において証明ワンストップサービスを導入 

○西神中央出張所における保健福祉サービス窓口の開設 
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－「神戸市行財政改革2015」に基づく具体的項目の取り組み状況－ 
 

「神戸市行財政改革2015」において「取り組みの具体的項目」として掲げた項目について、平成

26 年度までに取り組んだ主なものと、平成 27 年度の取り組み（◎）を記載しています。（平成 26

年度実施分を太字で表記しています。） 

 

１．経営資源の有効活用 

①業務プロセスの再構築 

業務プロセス（仕事のやり方）の効率化、民間活力の活用等を進め、限られた人的資源を有効活用す

ることで、時代に対応した柔軟で機動的な行政経営を行う。 

計画に掲げた項目 取り組みの方向性（目標） 取り組み状況 

庁内情報システム維持管

理業務 

システムの再構築において、サ

ーバ化を進め、ハード・ソフト

の競争調達、運用保守の見直し

により、経費削減を図る。 

◎基幹系業務システムの再構築（課税、

国民健康保険、介護保険、勤労者共

済、福祉医療、使用料（勤労者共済

はH27年度中に再構築完了予定）） 

◎庁内情報システムの再構築に向けた

共通基盤の連携（財務会計） 

○情報システム調達審査委員会の設置 

○庁内情報システムの再構築に向けた

共通基盤の稼働（事業所税、国民年

金との連携） 

○基幹系業務システムの再構築 

（人事給与、国民年金、住民記録（H24

年度）） 

庁舎管理業務 業務プロセスの効率化や民間活

力の活用等、コスト・サービス

両面からの検討を進め、庁舎管

理業務の再構築を図る。 

◎民間事業者による閉庁時間中の庁舎

管理業務の開始 

○勤務体制の見直しによる時間外勤務

の縮減（H27年度も継続） 

電話交換業務 現在の限られた人的資源を有効

活用しながら、市民サービスを

低下させることのないよう、必

要に応じて民間活力の活用等の

検討を進めていく。 

◎嘱託職員や再任用職員の活用及び民

間活力の導入による執行体制の見直

し 

総務事務 人事・給与・福利厚生などの総

務事務について、総務事務セン

ターによる事務の集約化やＩＣ

Ｔの利活用を通じて、事務の効

率化を推進することにより、限

られた人的資源を有効活用する

ことで、市民サービスの向上を

図る。 

◎総務事務センター取扱い業務拡大 

◎共通物品調達システムの構築 

◎人事給与システム構築（継続） 

○庶務事務システム、人事給与システ

ムの構築・稼働及び対象の拡大 

○総務事務センターの開設（H24年度） 

税務事務 税務事務について、各種業務の

民間活用など、執行体制の見直

しを行い、効率化を進める。 

◎特別土地保有税事務等の執行体制の

見直し 

○収納管理事務、収納促進事務の執行

体制の見直し（H24、25年度） 
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計画に掲げた項目 取り組みの方向性（目標） 取り組み状況 

害虫駆除・動物管理等公

衆衛生業務 
業務のあり方そのものを検討

し、業務プロセスの効率化及び

民間活力の活用等を推進する。 

○防疫業務におけるハチ駆除業務の委

託 

○検体搬送業務等の執行体制の見直し 

○動物管理業務の執行体制の見直し

（H24年度） 

○墓園管理業務における委託範囲の拡

充及び集中管理体制の実施 

（H24年度） 

○環境保健研究所検査業務における委

託範囲の拡充（H24年度） 

ごみ収集業務 効率的な収集体制の構築を図

る。 

◎効率的な収集体制の構築 

○事業所・自動車管理事務所の再編 

○パッカー車での２人乗車導入 

（H24年度） 

○環境業務手当の廃止 

 （定車制、応援・欠員・代務） 

（H23、24年度） 

ごみ処理業務 クリーンセンター（CC）運営体

制の見直しを図る。 

◎第 11次 CC の H29 年度稼働に向けた

整備及びこれに合わせた３CC体制へ

の移行 

道路・街路業務 建設局の道路事業と、都市計画

総局の街路事業について、市民

サービス向上の観点から道路と

して一体的に所管し、効率的・

効果的な執行体制を目指すた

め、街路事業に係る都市計画総

局の計画課、用地課、工務課で

所管する業務を建設局へ移管す

る。 

◎住宅都市局の街路業務の建設局への

移管及び路線引継（53区間・40㎞）

の完了 

道路等維持管理業務 民間事業者との役割分担など業

務内容の見直しを行い、より市

民ニーズに迅速かつ的確に対応

できる効率的・効果的な執行体

制を確立する。 

○民間事業者の活用による執行体制の

見直し 

下水処理施設管理運営業

務 
業務プロセスの効率化、民間活

力の活用等を進め、限られた人

的資源を有効活用することで、

健全で安定した下水道事業経営

に取り組んでいく。 

◎東灘処理場の汚泥処理施設等運転管

理業務の民間委託 

○東部スラッジセンター（下水汚泥焼

却施設）の全面的な包括的民間委託

への移行（H24年度） 

○中部処理場の廃止に伴う執行体制の

見直し（H23年度） 

市街地再開発事業・区画

整理事業 

土地区画整理事業では浜山地

区、市街地再開発事業では新長

田駅南地区での早期事業収束に

向けて取り組んでいく。鈴蘭台

駅前地区再開発事業について

は、効率的な事業執行体制を構

築する。 

○事業進捗に伴う執行体制の見直し

（H27年度も継続） 
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計画に掲げた項目 取り組みの方向性（目標） 取り組み状況 

市営住宅管理業務 H22 年度より全ての市営住宅の

管理業務を指定管理者制度に移

行。より効率的な市営住宅管理

業務の実施を図っていく。 

○指定管理者制度への移行による市営

住宅管理業務の効率的な執行体制の

構築 

港湾施設管理業務 港湾管理業務のあり方の見直し

を図る。 

○引船「竜王２」の廃船（H25年度） 

○神戸港管理事務所営繕課と工務課の

統合（H24年度） 

新都市整備事業 事業の進捗に伴う執行体制の見

直しを図る。 

○工務第１課と工務第２課の統合 

○工事監督業務の執行体制の見直し

（H24年度） 

○用地関係事務の進捗による執行体制

の見直し（H23年度） 

区役所窓口・会計業務 適正で公正な業務の遂行を確保

した上で、さらなる業務の効率

化に向けた検討を行う。 

＜区役所窓口業務＞ 

○任期付短時間勤務職員の活用による

区役所市民課窓口、三宮証明サービ

スコーナーの執行体制の見直し 

＜会計業務＞ 

○再任用職員の活用による区会計室の

執行体制の見直し 

○経理適正化に向けた会計審査制度の

見直し 

学校給食調理業務 当面の間、退職不補充の方針の

もとではあるが、児童数に応じ

た給食を提供するため、一定数

の体制が必要である。そのため、

まずは、正規フルタイム勤務職

員から短時間勤務職員へと見直

しを図り、人件費の削減を図っ

ていく。 

○任期付短時間勤務職員の活用による

執行体制の見直し（H27も継続） 

学校管理業務 当面の間、退職不補充の方針の

もと、業務内容の見直しや共同

作業による効率化を図りなが

ら、管理員の配置基準を見直す

ことで、人件費の削減を図って

いく。 

○班制度の活用等による執行体制の見

直し（H27も継続） 

計画に掲げた項目 

以外の取り組み 

◎工業高等専門学校の実習業務等執行体制の見直し 

◎特別支援学校スクールバス運転業務の執行体制の見直し 

○高校の統廃合に伴う執行体制の見直し 

○公民館の運営体制の見直し 
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②公有財産のマネジメントの推進・財源の確保 

市民生活を支える施設・インフラについて、利用の安全・安心を確保し、長期的な経費負担の軽減等

を図るため、長寿命化や再編等を行う。また、債権管理の徹底や新たな財源の確保を一層推進する。 

計画に掲げた項目 取り組みの方向性（目標） 取り組み状況 

公共施設のファシリティ

マネジメントの推進 

→・日常的な施設管理コ

ストの削減（H27 年

度時点で5％削減） 

・長寿命化の推進（築

後使用年数を 65 年

に延長しライフサイ

クルコストを低減） 

・段階的な施設総量の

低減（中長期的視点

から保有床面積を30

年間で10％削減） 

安全安心な公共施設を次世代に

適切に承継していくために、最

適な日常管理（日常的な施設管

理コストの削減）、保全整備（長

寿命化の推進）、及び資産管理

（段階的な施設総量の低減）に

ついて、ファシリティマネジメ

ントの観点から全市的な全体最

適を推進していくための各種調

査及び具体的手法の提案、並び

に局間調整・連携及び支援を行

う。 

◎ひょうご高齢者デイサービスセンタ

ー跡に重症心身障害者対応の短期入

所施設を整備 

◎「公共施設等総合管理計画」の策定 

○電気調達における一般競争入札の導

入など電気契約の見直しや、省エネ

機器への更新による管理コストの削

減（H27年度も継続） 

○総合福祉センターへの心身障害福祉

センター、こころの健康センター、

発達障害者支援センターの移転・集

約（H28 年度中予定）に向け、総合

福祉センターのリニューアル工事に

着手 

○全庁的な視点での組織横断的な長寿

命化改修の取り組みを開始 

（H25年度～） 

○大規模改修・耐震改修による施設の

長寿命化（区民センター、区庁舎、

総合福祉センター、総合教育センタ

ー、中央図書館、市立博物館、青少

年科学館、体育館、公民館、自然の

家、学校園 など）（H27年度も継続） 

○みなとじま会館の廃止（H26年度末） 

○道路照明灯における LED 照明の導入

（垂水区・西区内、H25年度～） 

橋梁長寿命化修繕計画の

確実な運用と見直し 

建設局が管理する橋梁 2,150 橋

のうち、約 6 割が高度経済成長

期に建設されており、20 年後に

は約 65%の橋梁が建設後 50 年を

経過し大量更新期を迎える。そ

の中で、市民生活の安全の確保

のため、厳しい財政状況の下、

従来の事後対策型から予防保全

型へ転換し、橋梁の長寿命化を

図ることにより維持管理費用を

縮減する。 

○第Ⅱ期長寿命化修繕計画（H25 年度

～H29 年度）に基づく橋梁の長寿命

化（H26年度は28橋の定期点検と14

橋の補修・補強を実施、H27 年度も

継続） 

○第Ⅰ期長寿命化修繕計画（H20 年度

～H24 年度）に基づく橋梁の長寿命

化の完了（計画を14橋上回る114橋

で実行） 
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計画に掲げた項目 取り組みの方向性（目標） 取り組み状況 

公園施設長寿命化計画の

策定と運用 

公園の安全・安心な利用を確保

するとともに、長期的な経費負

担の軽減及び平準化を図ること

を目的として、H27年度末を目標

に全公園（約 1,600 公園）の公

園施設長寿命化計画を策定し、

効率的・効果的な施設保全を行

う。長寿命化計画を策定するこ

とにより、H28年度以降も社会資

本整備総合交付金の活用による

公園施設の改築・更新を実施す

る。 

◎全公園（約 1,600 公園）の公園施設

長寿命化計画の策定終了 

下水道施設の計画的な改

築・更新と機能強化 

処理場、ポンプ場、管渠等膨大

な資産となる下水道施設（処理

場 6・ポンプ場 23・汚泥焼却施

設1・管渠約4,700km・総資産約

6,900 億円）を適切に維持管理

し、施設の延命化を図るととも

に、計画的な改築更新により、

大量更新時の負担の平準化を図

る。 

＜汚水管渠＞ 

〇改築更新工事 

（H23～26年度で約73㎞、 

H27年度は約35kmを予定） 

○幹線調査 

（H23～26年度で約158㎞、 

H27年度は約35kmを予定） 

○「改築更新基本計画」を基に「長寿

命化計画」を策定（H23年度） 

＜雨水管渠＞ 

◎雨水管渠改築更新事業の実施 

＜処理場・ポンプ場＞ 

◎西部処理場改築更新事業の着手 

◎魚崎ポンプ場改築更新設計の実施 

〇東部スラッジセンター改築更新工事

の完了（H24年度） 

〇機械電気設備に関する「長寿命化計

画（H25～26 年度）」を策定（H24 年

度） 

〇下水道ネットワークシステムの完成

に伴う中部処理場の廃止（H23年度） 

都市計画道路の抜本的見

直しの推進 

H23年3月に策定した「都市計画

道路整備方針」に基づき、真に

必要な道路を見極め、今まで以

上に選択と集中により効率的・

効果的な道路整備を進めてい

く。（対象区間：約110ｋｍ） 

○対象区間110㎞の見直しを完了 

（このうち約32㎞の計画を廃止） 
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計画に掲げた項目 取り組みの方向性（目標） 取り組み状況 

第２次市営住宅マネジメ

ント計画に基づく管理戸

数の適正化と余剰地処分

の推進 

H23～32 年度の 10 年間を計画期

間とした「第２次市営住宅マネ

ジメント計画」（H22年 6月策定）

に基づき、再編・改修等の取り

組みを通じて良好なストックの

確保と活用を図り、住宅セーフ

ティネットの中で市営住宅に求

められる役割を果たしていく。 

◎H28年度から32年度における「第２

期実施計画」の策定・周知 

◎ＰＦＩ事業等を活用しながら余剰地

処分を推進 

○H23年度から27年度における「第１

期実施計画」に基づく耐震改修・建

替え・廃止の実行 

[耐震改修] 

計画4,357戸 

H26年度までの実績2,092戸 

[建替え] 

  計画5,968戸 

H26年度までの実績2,795戸 

[廃止] 

  計画  607戸 

H26年度までの実績  547戸 

[組合せ] 

  計画1,926戸 

H26年度までの実績 759戸 

（事業着手ベース） 

企業誘致による土地売却

の推進と税源の涵養（売

却土地面積：H21 年度末

時点 69.1ha→H26 年度 

100ha） 

H17年4月「神戸エンタープライ

ズ プロモーション ビューロ

ー」を創設し、「H26 年度までの

10 年間で 100ha の土地売却」を

目標に掲げ、神戸経済に新たな

活力を生む成長産業等の誘致を

官民一体となって推進する。 

なお、前倒しで目標を達成した

ため、目標の上方修正を行って

いる。（H26年度末100ha→ 

H26年度末150ha→ 

H28年度末200ha） 

◎目標達成に向け、優遇策等を活用し、

精力的に誘致活動を実施 

○H26年12月には150haの土地売却目

標を達成したため、さらに「H28 年

度までに50haの土地売却」を新たな

目標に設定 

 （H26年度実績31.9ha、 

  H17～26年度累計167.4ha） 

法定外目的税（環境関係）

の検討 

本事業は、海や山などの豊かな

自然環境を将来に伝える等の本

市の環境施策を実施する場合の

費用について、法定外目的税と

いう形で市民に負担をお願いせ

ざるを得ない状況となった場合

に備えて、適宜適切な検討を行

おうとするもの。 

◎消費税率の引上げや復興特別税の増

税が進められる中、国では総合的な

環境対策地方税財源の検討が行われ

ることから、国の動きを注視してい

く 

○地域温暖化政策に係る税財源を確

保・充実する制度の創設を指定都市

市長会として要望（H24年度～） 
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計画に掲げた項目 取り組みの方向性（目標） 取り組み状況 

債権管理対策推進本部の

もとでの債権管理の一層

の適正化 

目標の考え方 

１．徴収率の政令市比較が可能

な債権：政令市の中での順位

を向上させるよう、徴収率の

目標を設定。 

２．その他の債権：取り組み実

績や各債権の性質等を踏まえ

て、各年度の徴収率や未収金

額の目標を設定。 

○債権ごとに徴収率や未収金額の目標

を設定し、達成に向けた取り組みの

着実な実行 

・未収金額圧縮実績 ▲約107億円 

（H22→H26年度末比較） 

H26年度末 未収金額：約303億円 

 H22年度末 未収金額：約410億円 

公共施設へのネーミング

ライツの導入（10施設以

上） 

10 施設以上にネーミングライツ

を導入する。 

○導入施設（H26年度末時点）：ほっと

もっとフィールド神戸、ノエビアス

タジアム神戸、市バス停留所、地下

鉄副駅名、バンドー神戸青少年科学

館、オージースポーツ神戸福祉スポ

ーツセンター、２歩道橋（トヨタホ

ーム三宮東歩道橋、トヨタホーム三

宮中央歩道橋） 

○提案型ネーミングライツ制度の創設

（H25年度） 

自動販売機設置料金にお

ける競争性の導入 

庁舎等への自動販売機設置に係

る料金に関して、従来の定額の

場所代という考え方から、可能

なものについて、収益性による

経済価格（競争による賃貸料の

設定）の考え方を導入する。 

○新設、契約期間満了分及び途中解約

分の入札実施（H23年度～） 

・H27年度 ８台 

・H26年度 84台 

計画に掲げた項目 

以外の取り組み 

○橋梁以外の道路ストックについても、維持管理計画の策定及び着実な修

繕の実行（H27年度も継続） 

○区役所（灘、中央、須磨）における広告付き周辺案内地図の設置 

（H24年度～） 

○須磨区役所庁舎用駐車場における貸付制度の導入（H24年度） 
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③財政の健全化 

持続可能な行財政構造を構築するため、引き続き適切な財政運営に努め、財政の一層の健全化を図る。 

計画に掲げた項目 取り組みの方向性（目標） 取り組み状況 

財政健全化指標の一層の健

全化（政令指定都市の中位

程度の水準） 

→・実質公債費比率 

（H21年度決算） 

   神戸市 13.9％ 

   政令市平均 13.2％ 

・将来負担比率 

（H21年度決算） 

   神戸市 175.6％ 

   政令市平均 190.5％ 

財政健全化指標の一層の健全

化を図る。 

（政令指定都市の中位程度の

水準） 

○財政の一層の健全化を図るための執

行管理（H27年度も継続） 

・健全化判断比率 

（H23年度～H26年度決算） 

[実質赤字比率及び連結赤字比率] 

 算定されなかった 

[各公営企業会計の資金不足比率] 

（自動車事業会計） 

H26年度：11.5％ 

H25年度： 7.4％ 

H24年度： 5.5％ 

H23年度： 7.6％ 

※その他の会計では算定されなか

った 

[実質公債費比率] 

 H26年度： 8.7％ 

 H25年度：10.1％ 

（指定都市中7位） 

  H24年度：10.9％ 

（指定都市中8位） 

  H23年度：12.1％ 

（指定都市中13位） 

※順位は数値が小さいもの順 

[将来負担比率] 

 H26年度： 86.1％ 

  H25年度： 94.6％ 

（指定都市中8位） 

  H24年度：120.2％ 

（指定都市中10位） 

 H23年度：152.6％ 

（指定都市中12位） 

※順位は数値が小さいもの順 

プライマリーバランス（基

礎的財政収支）の黒字の維

持 

→平成９年度以降、黒字を

維持 

今後も、プライマリーバラン

スの黒字を維持するよう市債

発行額の抑制を図っていく。 

○H9年度以降19年連続で黒字を維持 

H27年度予算：208億円の黒字 

H26年度実績：316億円の黒字 

H25年度実績：384億円の黒字 

H24年度実績：251億円の黒字 

H23年度実績：472億円の黒字 

  



 

- 12 - 

 
計画に掲げた項目 取り組みの方向性（目標） 取り組み状況 

市債の発行体格付け 

「ＡＡ」ランクの維持 

（格付投資情報センター

による格付け） 

今後も、行財政改革2015の「財

政の健全化」の取り組みを推進

し、その内容をＩＲ活動等を通

じて正確に発信することによ

り、格付の維持を図っていく。 

そのことにより、神戸市債に対

する信頼度の向上に一定の役割

を果たし、有利かつ安定的な資

金調達に寄与すると考えてい

る。 

◎「ＡＡ＋（安定的）」へと格上げ 

（４月） 

○「財政の健全化」の取り組みを推進

し、その内容についてＩＲ活動等を

通じて正確に発信（H27年度も継続） 

・H19 年 1 月に格付を取得して以降、

継続して「ＡＡ（安定的）」ランクを

維持 
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２．事務事業の最適化 

①民間活力の導入 

官民の役割分担を適切に見極め、民営化、民間委託、指定管理者制度など最適な手法により民間活力

を導入する。 

計画に掲げた項目 取り組みの方向性（目標） 取り組み状況 

庁舎設備管理業務 官民の役割分担を見極め、最適

な手法による民間活力の活用に

ついて検討する。 

○業務効率化による執行体制の見直し 

 （H25年度） 

男女共同参画センター管

理運営業務 

官民の役割分担を適切に見極

め、民営化、民間委託、指定管

理者制度など最適な手法により

民間活力を導入する。 

※指定管理者制度の導入に向けて検討

を進めたが、メリットが少なく引き

続き直営で運営（設備管理等は民間

に委託し、経費削減に努めている） 

高齢者等福祉施設管理運

営業務 

官民の役割分担を見極め、最適

な手法による民間活力を導入す

る。 

◎ひよどり台ホーム（特別養護老人ホ

ーム）の民間法人による建替・運営

（H29年度）に向けた調整 

◎高齢者介護支援センター等の管理運

営業務の民営化（H27年度～） 

○柏寿園（軽費老人ホーム）の廃止 

（H26年度）※跡地はひよどり台 

ホームの建替・運用に活用 

○西神戸ホーム（特別養護老人ホーム）

の廃止（H24年度） 

障害者福祉施設管理運営

業務 

官民の役割分担を見極め、最適

な手法による民間活力を導入す

る。 

◎たまも園（障害福祉サービス事業所）

の民間法人による建替・運営（H27

年度） 

◎もとやま園及びおもいけ園（障害福

祉サービス事業所）の民間法人によ

る建替・運営（もとやま園：H28 年

度、おもいけ園：H29 年度）に向け

た調整 

中央卸売市場（本場・東

部・西部）管理業務 

官民の役割分担を適切に見極

め、民営化、民間委託、指定管

理者制度など最適な手法により

民間活力を導入する。 

○西部市場設備保守管理業務の完全委

託化（H25年度） 

○東部市場守衛業務の一部民間委託

（H24年度） 

公設市場 官民の役割分担を適切に見極

め、民営化、民間委託、指定管

理者制度など最適な手法により

民間活力を導入する。 

◎神戸市立公設市場条例の廃止 

○宇治川・長田公設市場について H27

年度末の廃止・民営化に向けて協議

の実施 

再開発ビル管理業務（競

争性導入） 

再開発ビル保留床の管理運営に

関するあり方を検討した上で、

民間活力の導入を含めた効率的

な運営を図っていく。 

○一般公募による事業者募集の実施 

（H26年度:六甲道地区商業業務床、

ピフレ新長田商業業務床、新長田

駅南地区国道南商業業務床及び駐

車場、 

H25 年度:垂水舞子地区商業業務

床、六甲道地区駐車場、キャナル

タウン中央駐車場） 

○再開発ビル保留床管理運営ガイドラ

インの策定（H25年度） 
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計画に掲げた項目 取り組みの方向性（目標） 取り組み状況 

御影公会堂管理運営業務 官民の役割分担を適切に見極

め、民営化、民間委託、指定管

理者制度など最適な手法により

民間活力を導入する。 

○指定管理者制度を導入（H24年度～） 

東灘図書館管理運営業務 H20 年度から各地域図書館に指

定管理者制度を順次導入してお

り、東灘図書館については新図

書館に移転する H25 年度に指定

管理者制度を導入する。また、

指定管理者制度導入に伴い、東

灘図書館に配置している司書を

削減する。 

○業務効率化による執行体制の見直し 

○指定管理者制度を導入（H25年度～） 

一層効果的な指定管理者

制度の運用に向けた仕組

みの構築（指定期間の長

期化や利用料金制導入施

設の拡大など） 

施設を取り巻く環境や各方面か

ら寄せられる意見、問題点など

を踏まえ、安定的な運営の確保

を図るとともに、サービスの質

の向上や利用者の増加に資する

仕組みを構築する。 

◎施設所管部署との連携や制度の改善

を引き続き進める 

○指定期間の柔軟化（４年を標準に、

８年以下で施設特性に応じた適切な

期間の設定が可能） 

○地域人材活用までの暫定的指定期間

を１年から上限４年に変更（児童館

等） 

○利用料金制導入施設の拡大（市営住

宅駐車場管理業務等） 

○指定管理者制度に関する全庁横断的

協議のための連絡会の実施 

計画に掲げた項目 

以外の取り組み 

◎市民防災総合センター内の厨房業務の民間委託 

◎王子動物園運営業務の民間委託の拡大 

○民間人材及び民間ノウハウの活用による神戸医療産業都市・企業誘致の

推進（H27年度も継続） 

○（仮称）八幡・桜ヶ丘保育所再整備事業、神戸市立小学校空調整備事業、

神戸市営桜の宮住宅建替事業における PFI 手法の活用（（仮称）八幡・

桜ヶ丘保育所は、やはた桜保育所として開設） 

○公立児童館の民間社会福祉法人による建替・運営（多聞台） 

○保育所等整備における「マッチング事業」の実施など民間事業者との連

携 

○鈴蘭台駅前再開発事業及び新長田駅南地区再開発事業における特定建

築者制度の活用（H27年度も継続） 

○公募による民間駐輪場（道路占用）の整備 

○「公民連携推進室」の設置による全市的な公民連携（PPP）推進体制の

確立、神戸市公民連携（PPP）ガイドラインの策定 
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②協働と参画の推進 

協働と参画をさらに進め、適切な役割分担と連携のもと市民や地域の力を活かし、多様化する市民ニ

ーズや新たな地域課題に対応できる公共づくりを目指す。 

計画に掲げた項目 取り組みの方向性（目標） 取り組み状況 

パートナーシップ協定締

結の推進（全区に拡大） 

地域と市が、それぞれの役割を

理解・尊重するパートナーとし

て、ともに考え、ともに汗を流

すことによって、協働で地域課

題の解決を図る。 

全区でのパートナーシップ協定

締結に向けた取り組みを推進す

ることで、協定締結による地域

課題解決とその取り組みを通し

た地域力の向上を図る。 

○協定期間中の３地区（六甲アイラン

ド地区、高丸地区、新在家南地区）

における支援の実施 

（H27年度も継続） 

・協定締結地区累計 ８地区 

野田北部地区（長田区）、北須磨団

地地区（須磨区）、二宮地区（中央

区）、大沢町（北区）、神出町（西

区）、六甲アイランド地区（東灘

区）、高丸地区（垂水区）、新在家

南地区（灘区） 

地域活動統合助成金のモ

デル実施の推進（モデル

実施の検証・評価と一般

施策化の検討） 

地域特性の異なる複数地区にお

いてモデル実施を継続し、地域

にとっての使いやすさ、行政内

部の手続きなどを区役所や関係

部局において検討を重ね、制度

化に向けて取り組んでいく。 

○モデル実施の継続（北須磨団地、野

田北部）（H27年度も継続） 

地域人材支援センターを

核とした地域活動を担う

人材の育成 

地域人材支援センターが地域コ

ミュニティにおける人材の育成

や、新たな地域活動の担い手の

発掘、協働と参画のまちづくり

の場となるよう取り組んでい

く。 

○震災語り部の育成、活用 

（H27年度も継続） 

○「地域活動サポーター養成講座」実

施（H27年度は対象を拡大） 

地域担当制の充実・強化 地域担当職員が地域の実情に応

じて、地域団体の自主的・自律

的な地域活動を効果的・効率的

に支援できるよう、各区の特性

を踏まえた地域担当制の充実・

強化を図る。 

◎「コミュニティ行政のあり方ＰＴ」

を設置 

○地域担当制バックアップ事業の実施 

 （H27年度も継続） 

○地域支援連絡会議の実施 

（H27年度も継続） 

○コミュニティ活性化アドバイザーの

活用（H27年度も継続） 

○東灘区庁舎内にプラットホーム（地

域活動支援コーナー）を開設 

 （灘、中央、長田、須磨、垂水に 

既設） 

全庁的な協働と参画のま

ちづくり支援体制の整備 

区のまちづくりなど地域活動支

援をトータル的にバックアップ

し、地域団体の「ゆるやかな連

携」の形成や自主的・自律的な

地域運営を促進するため、庁内

の地域支援関係セクションの横

断的な連携を図る。 

計画に掲げた項目 

以外の取り組み 

◎神戸ソーシャルビジネス推進事業の実施及び推進委員会の開催 

◎ふれあいのまちづくり事業の拡充 

◎地域福祉ネットワーカーの配置（H27年度の２区への配置により全区配

置完了） 

◎放課後の安全・安心な居場所の拡充 

◎学校施設開放事業の自主事業化と新たな管理体制の実施 

○神戸っ子応援団の全市展開、子ども育成推進員の全区配置 

○看護大学による「地域連携教育（コラボ教育）」実施 
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③その他の最適化 

上記①、②の取り組みとともに、さらなる選択と集中などを行い、効果的・効率的な行政経営を目指

す。 

計画に掲げた項目 取り組みの方向性（目標） 取り組み状況 

老人いこいの家の段階的

廃止 

事務事業の最適化として、民間

活力の導入及び協働と参画の推

進の取り組みとともに、さらな

る選択と集中などを行い、効果

的・効率的な行政経営を目指す。 

◎元公立・民間老人いこいの家の運営

補助金の廃止 

○老人いこいの家の廃止（H25年度） 

 

高齢者生活福祉センター

の用途変更 

事務事業の最適化として、民間

活力の導入及び協働と参画の推

進の取り組みとともに、さらな

る選択と集中などを行い、効果

的・効率的な行政経営を目指す。 

○用途変更に向けた法人との調整 

（H27年度も継続） 

保育所の再編 H22 年度までの 14 箇所の移管に

引き続き、耐震化及び老朽化へ

の対応として、10 箇所の公立保

育所の再編に取り組む。 

（内訳） 

「私立保育園の誘致新設による

建替運営」６箇所、「閉所」１箇

所、「統合」３箇所 

○公立保育所の私立保育園による建

替・運営（H23年度：五位ノ池、 

H24年度：村雨、H25年度：細田、上

高丸、H26年度：山の街、多聞台） 

○閉所 １箇所 

（H25年度：禅昌寺） 

○公立保育所の統合 ３箇所 

 （H25 年度：駒ケ林・新長田、房王

寺・重池、H26 年度：八幡・桜ヶ

丘）       合計10箇所 

海外事務所の再編 現地業務の必要性を検証し、運

営方法の見直し、海外事務所の

再配置等について、検討する。 

◎シンガポール及びロンドンに、販路

開拓や企業誘致等に関する情報収

集・発信などを行うビジネスコーデ

ィネーター（委託）を配置 

◎バンコクに、観光客誘致や神戸の情

報発信などを行う観光コーディネー

ター（委託）を配置 

◎シアトル事務所廃止に伴い、 

・米国西海岸における経済交流等を実

施するため、兵庫県ワシントン州事

務所内に神戸シアトルビジネスオフ

ィスを設置 

・シアトル市との姉妹都市交流等の調

整を、シアトル・神戸姉妹都市協会

へ委託 

○シアトル事務所の廃止（H26年度） 

○南京事務所の廃止（H23年度） 
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計画に掲げた項目 取り組みの方向性（目標） 取り組み状況 

学校の再編 小・中学校においては、小規模

校について、教育環境の向上の

ため、適正規模化に向けて統合

再編の検討を進める。 

高等学校は、耐震化の必要な神

港高校、兵庫商業高校を再編・

統合し新たな商業高校を設置す

る。 

◎垂水養護学校・青陽西養護学校（統

合・移転）の新校舎建設（H29 年４

月開校予定） 

◎長田区北部の２小学校の再編・統合

（H28年４月開校予定） 

◎新商業高校（神港・兵庫商業高校の

再編・統合）の新校舎建設（H28 年

度開校予定） 

◎H27 年度入試より神港高校普通科の

募集停止 

○兵庫区北部東及び中央区の４小学校

の再編・統合（H27年４月 神戸祇園

小学校開校） 

○兵庫区北部東及び中央区の２中学校

の再編・統合（H23年４月 湊翔楠中

学校開校、H24 年 12 月 新校舎完成

移転） 

幼稚園の再編 「神戸市立学校園のあり方懇話

会」の提言を受け、①地域の幼

児教育のセンター機能、②統合

保育の充実、③３歳児保育の実

施、④園区制度の見直し、⑤幼

保小の連携推進などを行ってい

く。 

また、子ども・子育て支援新制

度における需要調査の結果や今

後の幼児数の推移を見ながら、

市街地については幼稚園のあり

方の検討を行うとともに、幼稚

園の適正規模化や私立幼稚園と

の役割分担を明確にしていきな

がら、統廃合や私立保育所への

機能転換等を行っていく。 

◎市立幼稚園のあり方（再編計画）の

策定及び実施（H31年度末に32園程

度へ再編） 

○みどりのまち幼稚園（H26年度）、 た

もん幼稚園（H24年度）の閉園 

 

将来世代も含めた負担の

公平性等の観点を踏ま

え、真に必要な市民サー

ビスを将来にわたり提供

していくための受益と負

担の一層の適正化 

現在の仕組みのままでは将来立

ち行かなくなる部分を徹底して

見直し、受益と負担の一層の適

正化を図る。 

◎保育所及び児童養護施設等への上下

水道料金減免の廃止 

○福祉乗車制度の見直し（生活保護世

帯を交付対象から除外（H25年度）） 

○特別養護老人ホーム等への上下水道

料金減免の廃止（H25年度） 

○新神戸トンネルの阪神高速道路株式

会社への移管による一体的な料金体

系の構築（H24年度） 

○使用料手数料等の見直し 

・異人館（風見鶏の館）の使用料の見

直し）、墓園の区画型合葬式墓地使用

料の新設など（H23年度） 
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計画に掲げた項目 

以外の取り組み 

◎危機管理センター防災展示室の管理体制の見直し 

◎東京事務所の運営体制の見直し（兵庫県東京事務所との併設） 

○但馬牛受精卵移植事業の廃止（H24年度） 

○山の街福祉センター生活福祉館の廃止（H23年度） 

○下水処理場ネットワーク事業の本格的稼動（中部処理場の廃止及び

垂水処理場東系施設の供用開始（H23年度）） 
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３．公営企業・外郭団体等の経営改革 

①公営企業の経営改革 

地方公営企業法の趣旨を踏まえ、企業としての経済性の発揮と公共の福祉の増進を図るため、さらな

る経営改革を行う。 

計画に掲げた項目 取り組みの方向性（目標） 取り組み状況 

公営企業への基準外繰出

金の段階的削減 

＜交通事業＞ 

基準外繰出額を H22 年度水準か

ら半減 

＜交通事業＞ 

○自動車事業会計への基準外繰出金の

削減 

（対H22年度比で 

 H27年度予算では55.7％、 

H26年度決算では54.7%の削減） 

水道事業 

 中期経営目標 2011

（H20 年度～23 年度）

及び次期中期経営目標

（H24 年度～27 年度）

に基づく経営改革の実

行 

→・市民ニーズに対応し

たサービスの充実 

・水道施設の計画的な

更新と機能強化 

・民間活力の導入によ

る公民の連携の推進 

○水道料金のお支払い方法の利

便性の向上 

○電話受付体制の見直し 

○配水管・配水池等の基幹施設

の計画的な更新・耐震化 

○送水トンネルの更生 

○総合的な施設管理手法の検討

と活用 

○メーター検針業務の競争性拡

大 

○期間満了メーター取替業務の

見直し 

○未納整理業務の見直し 

 

◎総合的な施設管理手法の検討と活用 

・アセットマネジメントシステムの精

度向上 

◎メーター検針業務と未納整理業務の

包括的な委託の検討 

○配水管・配水池等の基幹施設の計画

的な更新・耐震化 

・配水管耐震化率 

 H27年度末見込 36% （目標36%） 

 H26年度末   35% 

・配水池耐震化率 

   H27年度末見込 78% （目標77%） 

H26年度末   76% 

・千苅浄水場（II系）耐震化 

（H27年３月完了見込） 

○メーター検針業務、期間満了メータ

ー取替業務、初期未納整理業務の競

争性導入（H27年度も継続） 

○５拡送水トンネル（奥畑第２～名谷

接合井）更生工事完了 

○神戸市水道局お客さま電話受付セン

ター開設（H25年度） 

○水道料金等のクレジットカード払導

入（H23年度） 

 
  



 

- 20 - 

 
計画に掲げた項目 取り組みの方向性（目標） 

交通事業 

 経営計画（H23 年度～

27年度）に基づく経営

改革の実行 

→・市民ニーズに対応し

たサービスの充実 

・施設等の計画的更新 

・民間活力の導入の 

推進 

・自動車事業会計の単

年度収支の黒字の継

続・累積資金不足の

縮小 

・地下鉄両線（西神・

山手線、海岸線）で

の営業収支の黒字の

維持 

○市民ニーズに対応したサービスの充実 

○施設等の計画的更新 

○民間活力の導入の推進 

○自動車事業会計の単年度収支の黒字の継続・累積資金不足の縮小 

○地下鉄両線（西神・山手線、海岸線）での営業収支の黒字の維持 

取り組み状況 

◎需要に応じた路線・ダイヤの設定・見直しなどによる利便性の向上 

◎西神・山手線三宮駅へのホームドア設置設計 

◎西神・山手線の車両更新 

◎新神戸駅のリニューアル 

◎板宿駅南改札口の設置 

◎利用者に配慮したバス停の整備 

◎ノエビアスタジアム神戸との連携 

（利用促進事業の推進、各イベントの開催等） 

◎時間外勤務手当の削減や業務の効率化による総人件費の削減 

◎次期経営計画の策定 

○駅施設のユニバーサル対応の推進 

（点字ブロックJIS規格化、オストメイト対応、トイレの洋式化など 

（H23年度～）） 

○ICカードによるバス乗継割引制度の実施 

○市バス営業所管理委託の継続 

○駅ナカビジネスの推進（駅売店のリニューアル、西神南駅構内保育所の

開設など） 

○自動車事業 

・少子・超高齢化の進展に伴う乗車人員の減少などにより２年連続の単

年度赤字(H26 年度決算：純損益 38 億 35 百万円の赤字。会計制度見

直しの影響を除いた実質決算は純損益11百万円の赤字） 

・累積資金不足については、対H22年度比で1億9百万円の増加 

○高速鉄道事業 

・営業収支の黒字維持（H26年度決算：営業収支3億95百万円の黒字、

純損益51億29百万円の赤字。会計制度見直しの影響を除いた実質決

算は営業収支19億57百万円の黒字、純損益5億10百万円の赤字） 

○交通局ホームページ「沿線NAVI」サイト開設（H25年度） 

○市バス車両更新期間の12年から18年への延長（H25年度） 

○市バス車両車検業務の一部委託化 

（H25年度） 

○市バス有野営業所等９路線を民間移譲（H25年度） 

○橘操車場地の有償移管（H25年度） 

○地下鉄におけるICカードの全国相互利用対応（H24年度） 

○駅構内公衆無線LANの設置 

（H24年度） 

○市バス全車両へのドライブレコーダーの設置（H24年度） 

○大河ドラマ「平清盛」との連携 

（１day パスの発売、沿線マップの作成、「来なは～れ 2012」の開催な

ど（H23～24年度）） 

○海岸線管区助役業務委託（H23年度） 
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②地方独立行政法人の経営改革 

地方独立行政法人法の趣旨を踏まえ、法人の責任のもとで自律的・効率的な経営を進めるなど、さら

なる経営改革を行う。 

計画に掲げた項目 取り組みの方向性（目標） 取り組み状況 

公立大学法人神戸市外国

語大学 

・中期目標（H19 年度

～24年度）及び次期

中期目標（H25 年度

～30年度）に基づく

経営改革の実行 

・派遣職員の削減 

・次期中期目標期間に

おける運営費交付金

の交付ルールの設定 

法人に対して自律的・効率的な

運営を求めることで、順次派遣

職員の削減を進めるとともに、

第２期中期目標期間（H25～30年

度）における運営費交付金の交

付ルールを設定し市の負担の一

層の削減を推進する。 

○研究･教育の質向上と柔軟で機動的

な大学運営 

○中期目標に基づく経営改革の実行

（継続） 

○派遣職員の削減（継続） 

○運営費交付金の段階的削減（継続） 

○第２期中期目標の策定（H24年度） 

地方独立行政法人神戸市

民病院機構 

・中期目標（H21 年度

～25年度）及び次期

中期目標（H26 年度

～30年度）に基づく

経営改革の実行 

・派遣職員の削減 

地方独立行政法人法の趣旨を踏

まえ、法人の責任のもとで自律

的・効率的な経営、市派遣職員

の削減を進めるなど、さらなる

経営改革を行う。 

○患者サービスの向上と効率的な病院

運営 

○中期目標に基づく経営改革の実行 

（継続） 

○派遣職員の削減（継続） 

○第２期中期目標の策定（H25年度） 

○ＰＦＩ方式による新中央市民病院整

備運営事業の実施及び新中央市民病

院への移転・開院（H23年度） 
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③外郭団体の経営改革・市役所の関与の見直し 

行政を補完し、新たな行政需要への対応と良質かつ安価な市民サービスの提供という外郭団体の役割

のもと、経営環境の変化も適切に踏まえながら、抜本的な見直しを行う。 

計画に掲げた項目 取り組みの方向性（目標） 取り組み状況 

「神戸市外郭団体経営検

討委員会」の提言を踏ま

えた全外郭団体の抜本的

な見直し 

 

基本方針：次の世代に

負担を残さず、問題を

先送りしない 

団体の設立目的及び実施事業を

検証し、団体の再編・事業の再

構築の検討や、市の人的・財政

的関与の見直しを進めていくべ

き、との提言を踏まえて、抜本

的な見直しを進める。特に団体

の再編や事業の再構築を検討す

るにあたっては、外部の専門家

の意見も踏まえていく。 

◎「外郭団体監理に関する検討委員会」

の意見を踏まえて、団体のさらなる

活用及び経営安定化に向けた外部委

員を含む評価体制を構築 

○「外郭団体監理に関する検討委員会」

を開催 

○特に課題の大きい団体については、

所管局においてあり方検討委員会を

設置し、法律・会計・税務などの専

門家による検証・検討を行うなど、

抜本的な見直しを実施し、累計12団

体を削減 

公益法人制度改革への適

切な対応 

○新公益法人制度への対応につ

いては、移行後のメリット・

デメリットを整理・検証し、

理事会等で十分に議論のうえ

で、結論を出す。 

○移行にあたっては万全な準備

を行い、認定・認可のために

必要な申請手続について、適

正なスケジュール管理の下で

速やかに進める。 

○新公益法人制度への対応がすべて完

了（H25年度） 

外郭団体 10 団体以上の

削減 

団体のあり方、方向性について

の提言を踏まえ、団体数を10団

体以上の削減を図る。 

○累計12団体の削減 

（H23年度46団体→ 

H27年８月時点34団体） 

・13団体の削減 

神戸市障害者スポーツ協会、兵庫

県予防医学協会、神戸国際会館、

クリーン神戸リサイクル、神戸市

防災安全公社、神戸航空交通ター

ミナル、神戸市開発管理事業団、

神戸市土地開発公社、神戸市住宅

供給公社、神戸マリンホテルズ、

海上アクセス、神戸地下街、神戸

ワイン 

・１団体の増加 

阪神国際港湾 

外郭団体等への派遣職員

30％以上の削減 

市の人的関与の見直しについて

の提言を踏まえ、団体の自立性

を高めるためにも、派遣職員の

30％以上の削減を図る。 

◎65人の削減 

（H23～H27年度で767人の削減、 

H22年度比で▲40.8％） 

○135人の削減 

外郭団体等への補助・委

託などの見直し 

事業継続の必要性や公益性等を

判断のうえで、見直しを図る。 

○事業継続の必要性や公益性、団体の

財務状況、市の財政負担などを総合

的に判断したうえで見直し 
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４．市民視点で透明性の高い行政経営の実現 

①市民ニーズの的確な把握・市民にわかりやすい情報発信 

多様化する市民ニーズに対応し、協働と参画をさらに進めるため、市民の声を的確に把握するととも

に市政情報等を市民にわかりやすく発信する仕組みづくりを行う。 

計画に掲げた項目 取り組みの方向性（目標） 取り組み状況 

意見提出手続・意見公募

手続の広報の充実 

＜意見提出手続について＞ 

「意見提出手続」の内容につい

て、さらに多くの市民に関心や

興味を持っていただけるよう、

広報紙 KOBE やインターネット

等、様々な媒体による積極的な

広報や発信方法の工夫を通し

て、丁寧でわかりやすい情報発

信に引き続き努める。 

 

＜意見公募手続について＞ 

市が規則等を改正する際には

H19年1月から「意見公募手続」

を実施しており、意見を募るた

め市民への周知に努めている。 

○ホームページ、広報紙、メールマガ

ジン、報道機関への資料提供など、

できる限り多くの広報媒体や機会を

通して、市民への積極的な周知を実

施 

 

市民の声集約活用システ

ムの導入 

多様化する市民ニーズに対応

し、協働と参画をさらに進める

ため、市民の声を的確に把握し、

共有、活用するため、「市民の声

集約活用システム」を導入する。 

○対応記録をデータ化して蓄積し、デ

ータベースとして活用 

○「2012 CRMベストプラクティス賞」

を受賞（H24年度） 

○システム運用開始（H23年度） 

市長のタウンミーティン

グの継続実施 

より一層充実した対話の機会と

なるよう、テーマ設定や運営方

法に工夫を重ねながら、引き続

き取り組んでいく。 

○市政の諸課題を市長と市民が直接対

話、意見交換する「対話フォーラム」

として継続 

インターネットを活用し

たアンケートの実施 

各局・区における利用の促進を

図り、市民の声の的確な把握に

努める。 

○インターネットアンケートの実施

（H22年度～） 

○機動的で効率的に市民ニーズを把握

する「ネットモニター制度」のシス

テム構築（H26年度）・運用開始（H27

年度） 
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計画に掲げた項目 取り組みの方向性（目標） 取り組み状況 

ＩＣＴを活用した新たな

情報発信の推進 

インターネットで情報を取得す

る人の増加及び市民ニーズの多

様化に対応するため、効果や費

用も考慮しながら、ＩＣＴを活

用した情報発信を強化してい

く。市ＨＰをインターネット上

の総合窓口として、知ってもら

いたい情報をタイムリーにわか

りやすく発信するとともに、探

したい情報にたどり着きやすい

よう継続して見直すなど利便性

向上を図る。また、メールマガ

ジンや動画配信に加え、ツイッ

ターやフェイスブックなど新た

な媒体を活用した情報発信にも

取り組む。 

◎神戸にふさわしいデザインと機能が

充実したホームページにリニューア

ル 

◎主要な事業について、年間を通した

計画的・戦略的な広報を実施 

◎イギリス出身の広報専門官が、広報

紙KOBEで市内の魅力的なスポットを

紹介する特集記事「ENJOY KOBE」や、

英語版SNSによる情報発信を実施 

○より視聴者の多い時間帯での広報テ

レビ番組の放送開始 

○AM ラジオでの 60 秒間の市政情報や

イベント情報の放送開始 

○市の施策や魅力をわかりやすく紹介

するウェブコンテンツの制作 

○ツイッター、フェイスブックなどSNS

を活用した情報発信 

○ホームページや SNS を利用した情報

発信の質を高めるため、職員研修の

継続実施 

○ウェブアクセシビリティを維持・向

上するため、職員向け研修・JIS対応

試験・ユーザー評価の継続実施 

○広報紙紙面の改善（フルカラー化、

特集記事の充実、お知らせ欄の改良

など） 

○ホームページのたどり着きやすさの

改善、トップページのリニューアル、

スマートフォン対応 

○ウェブアクセシビリティ対応（HPの

ユニバーサルデザイン化） 

○市長の定例会見や市民との意見交換

の場などの動画配信の充実 

○大規模災害用トップページ機能の導

入 

○全国広報コンクールで受賞 

（広報紙、ホームページ） 

市民の目線に立ったわか

りやすい情報発信の推進 

広報紙、ホームページ、ラジオ、

動画、各種パンフレットなどの

自主媒体と、記者発表資料など

を通じたパブリシティとを活用

したわかりやすい情報発信を行

う。さらにツイッターやフェイ

スブックなど新たな媒体を活用

した情報発信にも取り組む。ま

た、広報官、広報専門官を任用

し、市政全般についての情報発

信力の強化に努める。 
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計画に掲げた項目 取り組みの方向性（目標） 取り組み状況 

審議会等への女性委員の

登用の推進 

H23年４月１日改正の「附属機関

等の設置に関する指針」及び神

戸市男女共同参画計画（第3次）

において、H27年度までに、女性

委員の割合が 35％以上になるよ

う努めるものとしている。この

目標を着実に達成するため、各

審議会ごとに作成している H27

年度までの登用実施計画を元

に、国等の動向を踏まえつつ各

局に計画以上の女性委員登用に

ついてさらなる働きかけを行

う。 

○女性委員比率35％に向けた取り組み

の実行 

・H26年度末：31.4％ 
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②市政に関するＰＤＣＡの確立 

市民への説明責任、市役所の一層の透明性向上などの観点から、市民視点での行政経営を行うための

仕組みづくりを行う。 

計画に掲げた項目 取り組みの方向性（目標） 取り組み状況 

神戸市行財政改革 2015

に基づく行財政改革の実

績等の公表（毎年度） 

行財政改革の実績等を公表する

ことで、外部の評価や市民の意

見を汲み取りながら計画を着実

に実行していく。 

公表にあたっては、情報発信の

時期・方法・内容を工夫するこ

とで、行革の取り組みに対する

市民の信頼を高めていく。 

○予算発表時における次年度の取り組

み予定、決算発表時における前年度

の取り組み実績の公表 

○理解しやすい発表資料とするための

改善（職員総定数削減に内訳を記載、

「取り組みの方向性（目標）」の追加） 

行政評価条例に基づく施

策評価・事務事業評価・

建設事業評価の適切な実

行 

（施策評価について） 

市民への説明責任、市役所の一

層の透明性向上などの観点か

ら、市民視点での行政経営を行

うための仕組みづくりを行う。 

 

（事務事業評価について） 

行政評価条例に基づき、事務事

業評価をより透明性を高めて適

切に実施する。 

 

（建設事業評価について） 

公共事業の効率性及びその実施

過程の透明性の一層の向上を図

るため、市が実施する大規模の

建設事業について再評価を実施

する。 

○施策評価・事務事業評価・建設事業

評価の継続実施 

 

＜施策評価について＞ 

◎「2015ビジョン」の最終年度にあた

るため、総括的な検証を行う 

 

＜事務事業評価について＞ 

◎行財政改革計画の着実な実行をフォ

ローするため、予算編成への活用に

ついて検討を行う 

○H24年度に14事業、H25年度に19事

業を対象に評価を実施 

 

＜建設事業評価について＞ 

◎公共事業の効率性及び実行過程の透

明性の向上を図るため、大規模建設

事業について再評価を行う 

○H25 年度に大容量送水管整備事業を

対象に評価を実施 

事務事業外部評価の実施

（時代の変化への対応・

透明性の向上） 

行政評価条例に基づき、事務事

業評価をより透明性を高めて適

切に実施する。 

○外部評価委員会の意見を着実に実施 

○外部評価委員会による公開ヒアリン

グ、市民アンケートの実施（音声デ

ータの公開（H24、25年度）） 

市民にわかりやすい財政

情報の発信（公会計制度

の活用など） 

従来から行っている広報紙によ

る説明やパンフレットの作成等

を引き続き行い、市民にとって

わかりやすい財政情報の発信に

努めていく。 

公会計制度に関連して、事業別

コスト計算書の作成、及び充実

を図る。 

◎固定資産台帳の整備着手 

○当初予算プレス資料等の見直し 

○予算パンフレット、決算パンフレッ

トの見直し 

○事業別コスト計算書の対象事業の拡

大 

 

 
  



 

- 27 - 

 
計画に掲げた項目 取り組みの方向性（目標） 取り組み状況 

予算・決算と行政評価が

連動したＰＤＣＡの仕組

みの構築 

市民への説明責任、市役所の一

層の透明性向上などの観点か

ら、市民視点での行政経営を行

うための仕組みづくりを行う。 

・施策外部評価委員会・事務事

業外部評価委員会の評価結果

を踏まえた予算編成を行う。 

・市民に身近な事業の事業別行

政コスト計算書の公表、算定

結果に基づく予算編成を行

う。 

○予算編成手法の抜本的見直し 

（H27年度予算編成） 

①予算要求・査定等の効率化やより

政策議論に重点を置いた予算編成

を目指し、局裁量予算の導入等を

実施 

②事務事業の見直しを予算編成過程

に明確に位置付け 

（H26年度予算編成） 

①政策経費について、一律シーリン

グによる一般財源要求枠配分を廃

止 

②横断的な政策課題の解決に向け

て、「総合調整を要する施策」につ

いて、関連各局室区合同による予

算要求を実施 

③「区長裁量予算」について、新規・

拡充事業について所要額での要求

を実施 

○施策外部評価委員会・事務事業外部

評価委員会の評価結果を踏まえた予

算編成 

○H22 年度決算より市民生活に身近な

事業を中心に「事業別コスト計算書」

を作成し、算定結果を予算査定に反

映 
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③新たな仕組みによる市民サービスの向上 

時代の変化に伴い多様化する市民ニーズ等に適切に対応し、市民満足度の高いサービス提供を図るた

めの仕組みづくりを行う。 

計画に掲げた項目 取り組みの方向性（目標） 取り組み状況 

総合コールセンターの設

置 

市政やくらし、イベント情報な

どの問い合わせに対して、年中

無休・朝８時から夜９時まで対

応する総合コールセンターを設

置する。 

○総合コールセンターを開設 

（H23年度） 

区役所窓口における市民

サービスの拡充 

→・区民サービスディレ

クターの全区配置 

 ・ワンストップサービ

スの導入（順次拡大） 

 ・時間外窓口サービス

の充実 

 ・利用しやすいフロア

への改善 

多様化する市民ニーズに適切に

対応し、市民満足度の高いサー

ビス提供に向けた仕組みづくり

を行う。 

◎ユニバーサルデザインの観点も含め

た利用しやすいフロアへの改善 

◎H28 年 1 月から本格実施される社会

保障・税番号制度にあわせた証明書

コンビニ交付サービスの実施 

○西神中央出張所における保健福祉サ

ービス窓口の開設 

○繁忙期の日曜開庁（H17年～）、毎月

第２・第４木曜日の平日時間延長

（H22 年～）など時間外特別窓口の

実施 

○年末開庁の実施（H23年度～） 

○５区（東灘，灘，長田，須磨，垂水）

において証明ワンストップサービス

を導入 

○三宮証明サービスコーナーの開庁時

間延長（H24年度） 

○区民サービスディレクターの全区配

置（H24年度） 

計画に掲げた項目 

以外の取り組み 

◎市県民税、固定資産税、都市計画税、軽自動車税についてクレジットカ

ード納付を導入 

◎市の保有する地理情報を公開する市民公開型ＧＩＳの整備 

◎子ども・子育て支援新制度の対応における子育て支援の拡充（待機児童

の解消、教育・保育の質の改善、保育サービスコーディネーターの継続

配置、学童保育の質・量の拡充など） 

◎市民図書室における予約図書受取コーナーの設置（H27年度 新規６か

所） 

○市立図書館の返却ポストの設置 

○区役所窓口マニュアルの作成 

○火災、救急対応の迅速化に向けた消防新管制システムの運用開始（H24） 

○年末保育の実施（H23年度～） 
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５．コンパクトで活力のある市役所の構築 

コンパクトで活力のある市役所の構築 

将来にわたり柔軟で機動的な行政経営を行うため、職員のモチベーションを高め、自ら考え行動でき

る人材を育成し、時代の変化に迅速に対応できるコンパクトで活力のある組織を構築する。 

計画に掲げた項目 取り組みの方向性（目標） 取り組み状況 

平成 22 年度の職員総定

数 16,164 人の約 10％に

相当する概ね 1,600 人の

削減 

職員総定数概ね 1,600 人の削減

に向けて、各項目の見直しの進

捗状況を把握し、引き続き取り

組んでいく。 

◎274人の削減 

○329人の削減 

（H23～H27年度で1,626人の削減） 

労務職の給与水準の見直

し（政令指定都市の中位

程度の水準） 

労務職員の給与水準について、

市民の理解が得られるよう、引

き続き見直しに取り組み、政令

指定都市の中位程度の水準を目

指す。 

○時間外勤務が発生しない勤務体制の

構築及び実行による時間外勤務手当

の縮減（H27年度も継続） 

○環境業務手当の全廃（H23年度） 

職務・職責・勤務成績を

さらに反映する給与体系

の構築 

勤務成績を勤勉手当に反映させ

る対象職員の拡大については、

その前提となる新たな人事評価

制度の構築が必要であるという

観点で引き続き検討を進めてい

く。 

◎担当者・係長級職員への人事評価制

度の試行実施 

○課長級以上の職員を対象とした新た

な人事評価制度の導入及び評価結果

の勤勉手当への反映（H23年度） 

 

新たな人事評価制度の全

職員への導入 

能力・実績に基づく適正な人事

管理をさらに進め、組織の活性

化を推進していくため、新たな

人事評価制度の対象となる職員

の範囲・人事評価の手法等につ

いて、検討を進めていく。 

職員の意欲や能力の一層

の向上を図る人事研修体

系の構築 

「神戸市職員いきいきプラン

（神戸市人材育成基本計画）」を

柱とし、時代の変化や市民ニー

ズの多様化などを踏まえた職員

研修等について、具体的な取り

組みを行っていく。 

◎民間企業との人事交流 

○国際戦略形成・人材育成プログラム

の実施（H27年度も継続） 

○市民・職員協働プロジェクトチーム、

国内先進事例政策研究研修の実施 

（H27年度も継続） 

○若手職員の育成、女性職員の活躍推

進、実務能力向上のための研修等の

新設・拡充（新採サポーター制度、

女性活躍推進ワークショップ、ダイ

バーシティ・マネジメント研修、資

格取得・派遣研修の支援強化等） 

 （H27年度も継続） 

○神戸市人材育成基本計画を改定 

○短期海外派遣の実施・拡充 

（H24年度～） 
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計画に掲げた項目 取り組みの方向性（目標） 取り組み状況 

時代の変化に柔軟に対応

できる機能的な組織への

再編 

時代の変化に迅速に対応できる

簡素でわかりやすく、機能的な

組織を構築する。 

◎政策立案部門・シティプロモーショ

ンの強化のため、企画調整部を政策

企画部に名称変更、政策調査担当課

長を新設、広報部門を市民参画推進

局より市長室へ移管 

◎防災担当部局の強化のため、建設局

の自然災害に関連する部署を統合し

防災部を新設、みなと総局に海岸防

災課を新設、各区副区長を防災担当

部長として任命 

◎公共交通担当部門の強化のため、公

共交通課を新設 

◎地方教育行政法の改正に伴う教育委

員会制度の見直しに合わせて、教育

長を補佐する教育次長を新設 

○企業誘致に関する業務を産業振興局

より企画調整局へ移管し、医療産業

都市・企業誘致推進本部として再編 

○都市計画総局を住宅都市局に名称変

更 

○こども家庭局の新設（H24年度） 

民間人材の登用の拡大 民間の多様な知識や経験、斬新

な発想、サービス精神等を活か

せる分野において、さらなる民

間人材の登用を図っていく。 

◎人材育成アドバイザーの配置 

◎クリエイティブディレクターの配置 

○情報システム専門官の配置 

○神戸医療産業クラスターサイエンス

コミュニケーターの配置（H25年度） 

○情報化統括責任者（ＣＩＯ）補佐官

の配置（H25年度） 

○区民サービスディレクターの全区配

置（H23年度） 

○広報官（のちに広報専門官）の配置 

 （H22年度） 

幹部職への女性職員のさ

らなる登用 

神戸市男女共同参画計画におけ

る目標数値 

・係長以上の女性管理職の割合

…H27年度：12% 

・係長昇任選考（一般行政A･B）

全受験者に占める女性受験者

の割合 

…H27年度：20% 

◎職員の出産や育児、介護などのライ

フサイクルに配慮するとともに、係

長としての人物をより重視した係長

昇任選考制度に再構築 

○女性管理職との座談会、キャリア形

成応援セミナーの開催など 

・係長級以上の女性管理職の割合 

 …H26年度：10.6％ 

 …H27年度：11.5％ 

・係長昇任選考（一般行政 A･B）全受

験者に占める女性受験者の割合 

 …H26年度：19.3％ 
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計画に掲げた項目 取り組みの方向性（目標） 取り組み状況 

市民に信頼される事務執

行などコンプライアンス

の一層の徹底 

行政の透明化の向上、公正な職

務執行の確保を図るため「神戸

市政の透明化の推進及び公正な

職務執行の確保に関する条例

（以下「条例」）」（H19 年 1 月施

行）に基づき、法令等の遵守の

徹底及び倫理意識の啓発を図る

とともに、要望等への適切な対

応（記録報告等）に関する仕組

み、組織的な推進体制を整備し、

条例の適正な運用の徹底に努め

る。 

◎リスクマネジメント体制の確立や自

主監査の継続的な実施など内部統制

の全庁的な取り組みの推進 

◎契約事務、会計事務など経理事務の

適正化に向けた取り組みの着実な実

施 

○効果的な研修の実施など職員のコン

プライアンス意識のさらなる醸成

（継続） 

○コンプライアンス条例の適正かつ着

実な運用（継続） 

○懲戒・分限処分の厳罰化（H24年度） 

○「神戸市職員コンプライアンス共有

理念」の策定（H23年度） 

○神戸市経理適正化外部検証委員会の

提言項目の具体化及び再発防止の徹

底 

○経理適正化外部評価専門委員による

外部評価の実施 
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（参考） 「神戸市行財政改革2015」（平成23年２月策定）の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

断固たる行財政の改革を断行 
－第5次神戸市基本計画で示される今後の神戸づくりを下支え－ 

－早期に収支不足の解消を図り持続可能な行財政構造を構築－ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 

●早期の復旧・復興と

危機的な財政状況

からの脱却 
●「市民のくらしと安

全・安心を守る」と

いう行政の使命を

果たす 

 
●行財政改善緊急 3 ヵ年計画

（平成8～10年度） 

●新たな行財政改善の取り組

み（平成11～15年度） 

●行政経営方針（平成 16～22

年度） 

●職員総定数を約 5,500 人削

減 

●一般会計の実質市債残高を

約6,000億円削減 

●全職員の給与削減（平成 15

～17年度） 

●事務事業のゼロベースから

の見直し、民間活力の導入な

ど 

●財政効果：約2,900億円 

これまでの行財政改革による成果 

 
 
●人口減少と少子・超高齢化の進行 
●グローバリゼーションの進行 
●先行きが不透明な日本経済の動向 
●地域主権改革の推進等による自治体

の責務や役割の拡大 

厳しさを増す自治体の環境  
 
●今後の市税収入や地方交付税の動向が不透明な

中、社会保障費・医療費が確実に増加 

 ⇒改革を行わなければ、平成27年度には 

単年度で約180億円、累積で約610億円 

の収支不足が発生する見通し 

収支不足の発生 

しかし 

 

 

 
 
１．経営資源の有効活用 
  業務プロセスの再構築、公有財産のマネジメント、 

財源の確保、財政の一層の健全化 

２．事務事業の最適化 
  民間活力の導入、事務事業の選択と集中 

３．公営企業・外郭団体等の経営改革 
   経営改革の推進、外郭団体10団体以上の削減、 

派遣職員30％以上の削減 

４．市民視点で透明性の高い行政経営の実現 
   市民ニーズの適切な把握、わかりやすい情報発信、 

   市政に関するＰＤＣＡの確立 

５．コンパクトで活力のある市役所の構築 
  職員のモチベーションの向上、自ら考え行動できる職員の育成、 

  職員総定数の概ね1,600人削減 

今後5年間（平成23～27年度）の目標 

 
 

 
 
 

目標を達成するた

めに今後5年間で取

り組む具体的な項

目を記載 

取り組みの 

具体的項目 

同時に 

                地域主権改革の推進により、国・県・市の役割分担の明確化と 
                それに見合う税財源の確保が実現されるよう訴えていく 地域主権改革について 


